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1.はじめに

　独立行政法人国際協力機構（JICA）はベトナム政
府との合意に基づき、2010年1月から3ヵ年にわた
る技術協力プロジェクトである「ハノイ工業大学技
能者育成支援プロジェクト」を実施中である。
筆者は、技能検定の本質や導入手法等の理解促進の
ために、日本や他国の事例等を用いた助言及びベト
ナムの産業構造の実態を踏まえた技能検定制度導入
の基本方針の決定と、それを踏まえたアクション
プランの策定に係る指導を行うことを目的として、
2010年9月にJICA短期専門家としてベトナムに派
遣された。
　ベトナムを含む多くの開発途上国が、「欧州型
の 資格枠組（EQF：The European Qualifi cations 
Framework）」を導入しているが、果してこの仕組
みが途上国に定着するのであろうか。この報告書に
より、日本型の海外技術協力の在り方を欧州との比
較から述べてみたい。

2.ハノイ工業大学の現状

　JICA はベトナムにおいて、多くの日系企業を含
む外資系企業の進出が進む中で技能者のレベル向上
が重要な課題であると認識されていたことから、機
械部門の技能者養成の拠点校と位置付けられていた
ハノイ工科短期大学に2000年から2005 年にかけて
「ハノイ工科短期大学機械技術者養成計画プロジェ
クト」を実施した。その後短大は格上げされ、現在
はハノイ工業大学となっている。

　ベトナムでは現在中小企業を中心とした民間セク
ターの発展が著しく、これに伴い、技能者を中心と
した人材の育成及び確保が喫緊の課題になっている。
　このような背景から、過去のプロジェクトにおい
て一定の成果を収めたハノイ工業大学を対象とし
て、同大学が抱える問題に対して、当機構の持つ
「プロセス管理手法」による産業界のニーズ把握方
法の導入や職業能力評価制度の導入を目的にJICA 
による支援プロジェクトが開始された。
　図2は、ハノイ工業大学の各課程を示したもので
ある。この大学は、商工省、教育省、労働傷病兵社
会福祉省という複数の省が管轄する45,000人の学生
数を誇る大規模大学である。
　国家職業技能水準は、ドイツから導入された5レ
ベルからなる制度であり、現在その法的整備と実施
体制が整えられつつある。欧州型の同制度は、後
に述べるような枠組みに取り込まれつつあり、どこ
を着地点にするのか難しい局面にある。また、これ
らの制度構築を行うベトナムの官僚組織は複雑で、
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図1　ハノイ工業大学長（左から3人目）を囲んで
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図2　ハノイ工業大学とベトナム職業資格の概要

図3　日本の職業訓練制度と技能検定制度の関連概要
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トップが変われば組織や法まで変わる状況であり、
先進国の制度も単発で導入されるため、パッチワー
ク的制度となっており、全体の整合性がとられてい
ない状況にある。

3.日本の職業訓練制度と技能検定

　図3は日本の職業訓練と技能検定等との関連を概
念的に示したものである。職業能力開発促進法に規
定された技能照査は、その取得による技能検定受検
の学科免除や受検資格の期間短縮が、学生にとって
大きなメリットであるため、ベトナムにおいてもそ
の制度構築の際には組み込むべきである。
　また、当機構においては、「技能五輪全国大会」を
視野に入れた「若年者ものづくり競技大会」におい
て優秀な成績を修めているが、ベトナム等の新興国
においても技能競技大会は大変な盛り上がりをみせ
ている。ハノイ工業大学においても、本年度タイで
開催されるアセアン大会を目指して、国内大会にし
のぎをけずっている。近年東南アジアにおける技能
のレベルも日系企業の進出等により上昇してきてお
り、技能五輪国際大会でメダル獲得を果たす国も現
われている。こういった技能競技大会への参加を通
して、潜在的な技能レベルを引き出すことは、それ
を目指す組織力自体の向上にも役に立っている。

4.欧州型職業能力評価制度

　欧州においては、2002年に、欧州の31カ国の職
業教育担当大臣が集まり「コペンハーゲン宣言」が
採択されている。これはいわゆる高等教育分野にお
ける共通的枠組みを構築していこうという「ボロー
ニャ・プロセス」と同様に、職業教育分野において
も、その共通的な枠組みについて確立していくこと
について、宣言が採択されたということである。
　「コペンハーゲン宣言」では、次の3つについて
取り組まれている。1つ目が「ユーロパス」であり、
2005年から個人の資格や能力が、欧州の各国にお
いて明確にしかも簡単に理解されるようにするため
のもので、履歴書や語学能力パスポート等の5種類
の書類で構成されるものである。
　2つ目が「欧州資格枠組」で、これは欧州各国の各
資格が、それぞれどのレベルにあって、その当該資
格保有者がどのような知識等を有しているかという
ことを、国を横断しても比較を可能にするための
枠組みとして構築が進められている。この枠組は
EQFと呼ばれ、それぞれの学習成果を、知識・技能・
能力の3つに分類し、それぞれを第1水準から第8
水準まで8段階に分けた形で、資格枠組みを構築し
ている。この枠組みは、2010年までに欧州各国の
資格制度をこの資格枠組みに連結させて、2012年
までに各国の資格証明書にそれぞれ適切な枠組みの
レベルの証明が示されるようにするという目標で動
いている。
　3つ目が「欧州職業教育単位制度」で、欧州各国間
で、職業教育において習得された学習成果の単位互
換を可能にするための制度である。
　欧州は経済圏統合の一環として、職業能力評価制
度の統一も行い、労働移動の自由化を図り、欧州の
威信回復を目論んでいる。
　日本においても、アジアとの国境の壁が急激に低
くなっており、ベトナムの日系金型製作企業で働く
機械工の技能レベルは日本国内と遜色がないと思わ
れた。ベトナムの若い優秀な技術者は、日本での研
修の後、日本の熟練技能者の指導を受けて、確実に
その技量を上げ安定してきている。

図4　ハノイ工業大学の学生
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　この状況が進めば、欧州と同じく、日本を含むア
ジア内で共通の技能レベルの基準作りが必要になる
かもしれない。国境の壁が低くなり、グローバルな
労働市場となれば、「終身雇用」や「同一年齢同一賃
金」は通用せず、仕事は「能力第一」となり、ますま
す世界共通の能力評価基準が必要になってくるだろ
う。しかし、能力評価の世界標準化の前に、まずは
その国独自の歴史や産業構造等に根差したローカル
の評価システムづくりが必要になると思われ、一足
飛びの制度構築には無理がある。

5.日本型海外技術協力

　ほとんどの開発途上国は、先進国の途上国支援と
いう枠組みの中で欧州型職業能力評価制度を取り入
れており、日本が職業訓練分野で協力を実施する場
合には、日本の「職業能力開発促進法」等で規定す
る仕組みとの整合性が求められる。今や欧州型職業
能力評価制度がグローバルスタンダードの位置を占
めつつあるため、このスタンダードに抵触する協力
内容については、プロジェクトの計画段階でよく吟
味し、抵触箇所がプロジェクト計画に大きな支障を
きたさないかどうかの判断をすることが重要であ
る。なかでも職業訓練の制度等に係るソフト協力の
プロジェクトについては、この観点に立った精査が
必要である。
　欧州型のEQFの制度構築には、まず、各産業分
野が育ち、大きな裾野を形成し、優秀な技術・技能
者が存在している必要がある。また、この制度運用
には、能力評価基準の作成や評価コストが膨大で、
さらに技術革新に対応したその更新に膨大なコスト
が必要となる。
　日本の技能検定は、ものづくり職種に重点を置
き、民間の資格を浸食することなく運用されてお
り、コストも低く抑えられるシステムであるので、
ベトナムを含む新興国においてまず導入されること
は有効な措置であると考えられる。
　また、今後の職業訓練分野に対する海外技術協力
としては、現場重視的な日本型援助の強みを生かし
たままで欧州型職業教育制度と共存できる仕組みの

模索が必要である。欧州型の協力はスタンダードの
構築に終始し、その国の歴史的背景や実情に合った
すり合わせまでされないことが多いため、日本型の
技術協力の必要性は日々増していると思われる。日
本型製造業の「すり合わせ技術」は、職業訓練の技
術協力の現場におけるソフト協力の分野でも有効
で、国際競争力の維持に欠かせないポイントのよう
である。

6.おわりに

　欧州では、職業能力開発に係る制度構築を行う者
と、それを実践する現場との分離が日本より顕著で
あり、制度と現場の整合性が低い。これは欧州型シ
ステムの大きな弱点であり、今後も解消されること
が困難な階級社会の弊害であろう。
　一方、日本の職業能力開発制度においては、各訓
練課程の修了証とリンクする資格の定義付けが欧州
のように設定されていないため、グローバル化に対応
しきれない制度の弱点として浮上するかもしれない。
　デフレの定着は、インフラの充実及び技術革新の
さらなる進展をみるに違いない。この技術革新に追
随する職業能力開発の刷新はもちろん必要である
が、基礎的な職業能力の開発も引き続き重要な位置
づけであり、海外技術協力の重要な対象であり続け
るに違いない。




